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　後発医薬品の使用割合に係る数値目標については、2015年（平成27年）６月の閣議決定において、

「2020年度（平成32年度）までの間のなるべく早い時期に80％以上とする」とされていましたが、この

80％目標の達成時期については、昨年６月の閣議決定において、「2020年（平成32年）９月まで」と決定

されました。

　後発医薬品の使用割合については、これまでの後発医薬品の安定供給、品質等に関する信頼性の向上、

診療報酬上の措置など、国を始め、関係者による様々な取組の結果、医薬品価格調査（薬価本調査）では、

2017年（平成29年）９月に65.8％に到達しました。

　政府として、後発医薬品の使用割合に係る数値目標を初めて定めたのは2007年（平成19年）のことで

す。この年の使用割合は９月時点で34.9％でしたので、この頃と比較すると使用割合の伸び幅は30％超

となり、着実に延伸している状況にあると考えています。

　一方で、後発医薬品の使用割合については、都道府県間で差が生じており、その差は最大で約20％にも

及んでいることから、使用割合80％という目標を達成するためには、更に力を入れて取り組んで行かな

ければならないと考えています。

　このため、厚生労働省では、2018年度（平成30年度）予算において、特に後発医薬品の使用促進が進ん

でいない地域や薬剤料が多い大都市圏を重点地域として指定し、都道府県の取組を支援するための予算

を計上しました。

　具体的には、他の地域と比べて後発医薬品の使用促進が進んでいない地域における個別の問題点を調

査・分析し、その結果を踏まえた取組を実施することとしており、重点地域の都道府県において、例えば、

地域の保険者が有するレセプトデータを活用して地域における医療機関・保険薬局における後発医薬品

の使用状況を調査・分析することなどにより問題点を把握し対策を講ずることとしています。
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　このように、後発医薬品のさらなる使用促進のためには、これまで以上に地域の実状に応じたきめ細

やかな取組が重要であり、地域の医師会、歯科医師会、薬剤師会、保険者といった関係者のより一層の連

携が大変重要なことであると考えています。このような観点からの取組の一環として、日本ジェネリッ

ク製薬協会に尽力いただき、本年２月18日に東京都において医療関係者や保険者が後発医薬品の使用割

合80％の達成に向けた課題等について意見交換を行うためのパネルディスカッションを開催しました。

　このパネルディスカッションは、今後も定期的に開催することとしていますが、２月18日のパネル

ディスカッションでは、特に後発医薬品に係る副作用等の情報の共有が重要であることが指摘されまし

た。関係団体、後発医薬品メーカーにおいては、情報提供に関する様々な取組が行われているところです

が、これまで以上に情報提供が求められていますので、医療機関、保険薬局へのより一層の取組をお願い

します。

　保険者に関する取組としては、厚生労働省において、保険者別の後発医薬品の使用割合を公表するこ

ととしています。この取組はまず、2017年度末（平成29年度末）の実績について2018年（平成30年）の夏

頃を目途に厚生労働省から都道府県に対して保険者別の使用割合のデータを送付し、都道府県や保険者

協議会における分析・検討に活用してもらうこととしています。2018年度（平成30年度）以降の実績につ

いては、各年度の９月時点の実績を当該年度末に、各年度末時点の実績を翌年度の夏頃に公表すること

としています。

　また、2018年度（平成30年度）から開始される第３期医療費適正化計画において後発医薬品の使用促

進に関する取組目標が盛り込まれることや、都道府県が保険者協議会の構成員となることからも、地域

の医師会、歯科医師会、薬剤師会等との連携に加え、医療費適正化に関わる関係者との連携も重要となり

ます。

　このため、厚生労働省としては、都道府県に対して、都道府県内における後発医薬品の使用促進を担う

部署、医療費適正化を担う部署、保険者業務を担う部署の連携や、後発医薬品の使用促進の役割を担う後

発医薬品の使用促進のための協議会と保険者協議会とが連携して取組を推進するよう要請しています。

　また、いくつかの都県においては、後発医薬品の使用促進のための協議会の活動を休止しているとこ

ろもあるため、活動の再開も要請しています。

　このように、これまでの取組に加え、地域の関係者が連携することによって地域の取組がより一層活

発化されるよう取り組んでいくこととしています。
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